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第 1  

市民意識調査（牧之原市民９８８人の大切な意思） 

 

 

１ 経年変化から見た重要結果 

●市民の定住意向が年々減少しています。 

 H21:71％ → H25:59.9％ 
 

２ 定住意向が低い理由 

●各調査からの理由は次のとおりです。 

順位※ 市民意識調査 学生アンケート 転出者アンケート 

１ 地震や津波などの脅威 働きたい会社・仕事がない 結婚を機に転出 

２ 公共施設・商店がない 交通の便が悪い 地震や津波などの脅威 

３ 医療や介護環境が良くない 商業施設が少ない 働きたい会社・仕事がない 

４ 交通の便が悪い ― 交通の便が悪い 

５ 人間関係等が煩わしい ― こどもの教育に不安 

※回答割合が高いものから掲載 

 

 

３ 市民ニーズの把握 

●市民の市に対する要望・ニーズは次のとおりです。 

順位 
市民意識調査 学生アンケート 

5 年間の重点分野 現取組みに対するニーズ 学生が求める居住環境 

１ 防災・減災 震災・水害等への対策 勤務先に近い 

２ 保健医療 企業誘致 交通の便がよい 

３ 高齢者福祉 緊急医療・榛原病院の診療体制 繁華街に近い 

４ 子育て支援 空港の活用 近くに友人がいる 

５ 農水産振興 再生可能エネルギーの活用 医療機関の充実 

※市民意識調査で牧之原市に住み続けた

いと回答した割合 

第 1 章 
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４ 方向性 

 ●新しい総合計画では 

「牧之原市に住み続けたいと思う」 

「若者がこのまちで暮らしたいと思う」 

ための施策を市民・企業（団体）・行政、みんなで真剣に考えます！ 

○市民が考えるこのまちの目指すべき姿（意識調査の設問から） 

  ・地震・津波など災害への備えが万全な・・・ 

  ・医療・福祉が充実した・・・・・・・・・・ 

  ・自然環境を大切にした・・・・・・・・・・ 

  ・子育て支援の充実した・・・・・・・・・・ 

  ・公共交通が利用しやすい・・・・・・・・・ 

 

○定住促進のため、早期に以下の施策に着手する必要があると考えます。 

定住促進の施策 
各調査での上位５位 

各施策の方向性 
意識調査 学生 転出者 

・公共交通の充実 ○ ○ ○  

・地震・津波等対策 ○ ― ○  

・商業施設の誘致 ○ ○ ―  

・企業誘致・雇用確保 ― ○ ○  

・公共施設の充実 ○ ― ―  

・医療・福祉の充実 ○ ― ―  

・子育て環境の充実 ― ― ○  

○その他市民ニーズから取り組むべき施策  

施策 
重点分野・現取組み・学生 

のニーズ 
 

・空港活用の取り組み 現取組みに対するニーズ  

・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの活用 現取組みに対するニーズ  

・農水産振興 重点分野  

・繁華街（娯楽） 学生が求める居住環境  
 

牧
之
原
市 

第
３
の
「
市
役
所
の
課
題
分
析
に
よ
る
」
に
お
い
て 

行
政
の
方
向
性
を
示
し
ま
し
た
。 
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第 1 

市内団体との意見交換会（市民の想う住みたいまちの姿） 

 

１ 概要と全体の意見傾向 

 ●市民が求める姿は、子供の育つ環境、防災、医療が上位 

(1)概要 

・平成 25 年 7 月～9月の期間で分野別にワークショップを開催しました。 

・産業、健康福祉、教育文化などの分野別の求める内容の傾向を分析し、施策の方

向性や優先順位を決める際の基礎資料とします。 

 

(2)議論のテーマ 

① 住みたいまちの姿の意見を出す。 

 ② ①の中から重要な意見を三つ選定する。 

 ③ ②についての現状と課題を整理する。 

 ④ ③の解決に向けてできることを考える。 

 

(3)意見の傾向 

・住みたいまちの姿の、重要なものの順位 

 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 

意見 子供 防災 医療 高齢者 公共交通 

重要 子供 防災 医療 労働(雇用) 公共交通 

・全体では、子供の育つ環境・子育て支援に係る意見が一番多数を占めました。 

・次いで防災、医療となりますが、意見の数では高齢者、重要なものでは労働（雇

用）が次点となっています。 

 

２ 課題 

 ●意見を今後のまちづくりに反映するため傾向を分析 

・牧之原市は、転出より転入が少ないという状況にあり、住環境として選択されて

いないと考えられます。 

・課題解決型のまちづくりを進めるためには、各施策におけるターゲットを明確に

し、その意見の傾向などに十分配慮して方向性を検討していきます。 

・また、全体として望まれているもの、部分的に声が大きいものなどを基に優先順

位に係る協議を進めていきます。 

4～6 人のグループ

でテーマを協議 

第 2 章 
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３ 個別の意見傾向と分析 

●市内の主要団体の意見は全体に近い傾向にある 

●他の 3分野では公園、商業が多く、全体と傾向が異なる 
 
◇市内の主要団体（産業、健康福祉、教育文化、生活環境、行政経営関係） 

 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 次点 

意見 子供 防災 高齢者 労働(雇用) 医療 公共交通 

重要 子供 防災 医療 労働(雇用) 公共交通 高齢者 

 ・全体とほとんど同じ傾向で高齢者の順位が 3位になっていますが、重要なものに

なると高齢者は順位を落とします。 

 ・全体と同様に子供、防災が両方で 1位、2位を占めています。 

 

◇市政に意見が反映されにくい層（企業、女性、若手事業者・金融機関） 

 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 次点 

意見 子供 防災 医療 公共交通 公園 商業 

重要 子供 医療 公園 防災 公共交通 商業 

・重要なもので 2位に医療、3位に公園がランクアップしています。 

・全体や主要 5分野では少ない公園と商業が両方で上位に位置しています。 

 

●分野別だと職業、趣味、年齢、性別などにより更に傾向が細分化 

・職業、年齢、性別等による立場の違いにより、意見の傾向も大きく異なります。 

・個別の意見については、別添資料のとおりですが、施策のターゲットに合わせて

重点的に反映する意見を工夫していく必要があります。 

分野名 意見の特徴 

健康福祉 高齢者が 2位だが、重要な意見では 6位に順位を下げる。 

教育文化 
全体の傾向に一番近い。他では出ていない芸術文化が 10

位以内に入っている。 

産業 農業が 4位。他の分野と異なり医療が 10 位に入らない。 

生活基盤、行政経営 他分野と異なり防災が 1位。（他は全て子供） 

企業、若手事業者・

金融機関 

公共交通が 2位、商業が 3位であり、他の分野にない観光

業や娯楽施設が 10 位以内に入っている。 

女性 
子供、医療、防災、公園が全体意見の過半数を占める。公

園の比率は他の分野に比べて大きい。 

 ※意見数や意見の傾向の類似性を考慮し、生活基盤と行政経営、企業と若手事業

者・金融機関は合算で分析した。 
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●分野別の意見ベスト 10 
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第 1 

発展的な土地利用の推進（魅力ある都市空間の整備） 

 

１ 現状 

 ●震災を転機に沿岸部を中心に人口が減少。土地利用の見直しが必要 

・転出入の人口バランスが変化し、市の人口が急激に減少しています。 

・特に震災以後は、沿岸部の人口が減少しています。（各年 10 月末の数字） 

 ※沿岸部の減少率が他地区の 2 倍。増加は牧之原地区のみ。（震災前は逆の傾向） 

 年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

転入 1,449 1,564 1,286 1,187 1,181 1,107 

転出 1,692 1,687 1,549 1,447 1,615 1,565 

単位：人 

年度 H23 H25 減少率 

沿岸5地区 35,103 33,934 ▲3.3 

その他地区 13,686 13,466 ▲1.6 

※表中の数字は外国人を除いたもの。 

 ・市民意識調査における市の土地利用への意見では「商業施設等の賑わい拠点が少

ない」、「空港、港、IC 等交通基盤を活かせていない」が多く、必要な施設は「大

規模商業施設」次いで「防災公園、避難タワー」が多数になっています。  

 ・市内団体との意見交換会でも商業、防災施設を求める意見が多くなっています。 

 

２ 課題 

 ●需要に応じた魅力ある住環境の整備 

・震災の影響で市内外の高台に住宅・企業が移転する動きがある一方で、牧之原台

地を中心とする高台部は、農地が多く住宅用地等が不足しています。 

・東名高速道路、富士山静岡空港等の交通基盤が整備されているが十分に活用され

ていないという意見も多く、両施設を拠点とした土地利用が期待されています。 

・買物環境の充実のため、大規模商業施設の立地を求める意見が多く出ています。 

 

 【一方で機会として捉えられる事項】 

 ・新幹線新駅の気運が高まり、鉄道インフラが整備される可能性があります。 

 ・豊かな自然環境を活かした新エネルギーの導入が進んでいます。 

第 3 章 
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３ 方向性 

●広域交通拠点となる市の外周部に魅力的な都市空間整備を推進 

 ・東名高速道路相良牧之原 IC、富士山静岡空港周辺を開発エリアとします。 

・広域から集客可能な商業・賑わい施設の整備による交流人口増加を図ります。 

 ・災害リスクが低く、広域への交通アクセスに優れた住宅地、工業用地の開発に

よる定住人口の確保を図ります。 

 ・新幹線新駅の設置促進による駅前空間を創出します。 
 

●沿岸部の防災機能を高め、市民の安全安心な生活を守る取組を推進 

 ・沿岸部の既存市街地の防災対策を推進します。 

・大規模地震に対応する避難タワーなどの防災施設の整備を進めます。 

 ・防潮堤など盛土材の確保と併せて、市街地周辺の移転用地の造成を進めます。 
 

●市内の遊休用地等を有効利用し、新たな産業の創出を図る 

・市全体の遊休用地等を有効利用します。 

・豊かな自然を活かした新エネルギーなどの新たな産業を創出します。 

 

魅力的な都市空間整

備を推進するエリア 

安全安心な生活を守る

取組を推進するエリア 

豊かな自然を活用した 

新エネルギー推進エリア 

土地利用構想図 
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第 2  

子育て・教育環境の充実（子どもと家族にやさしい先進地 牧之原） 

１ 現状 

●進む少子化 

○少子化が急速に進んでいます 
要因は未婚化・晩婚化・夫婦の子供数の減少、出産世代の定住者減少 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出産世代（25～34 歳）の女性の人口はこの 5年間で 13%減少し、減少のスパイラルに陥った 

 

○出産意欲が低下しています 
・核家族化で子育てが継承されない 

・地域の子育てへの関心が小さくなった 

・不安定な就労や将来負担増に対する 

経済的不安 

２ 課題 

 ●このまちで子供を産み・育てたいと思える魅力が乏しい  

支援の充実・社会全体の関わり・魅力アップ 
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出産意欲 

低下 

家族力低下 

核家族化 

 

地域力低下 

交流機会の減少 

雇用力低下 

経済的不安 

○子育て世代への支援の充実 

親の孤立感から「育てられない」「育

てたくない」若者が増加 

○地域・事業所を含む社会全体で支える 

子どもは地域の宝という風土の中で楽しく子

育てができる環境が望まれる 

○満足度や魅力アップを図る 

支援サービスの種類は他市町と比較して遜色ないのに市民の満足度が上がらな

い。子育て世代が魅力に思える特色あるサービスの構築と情報発信力強化が必要 

 

人 
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３ 方向性 

●子ども・子育ての先進地牧之原を構築する 

子ども・子育て先進市を目指し、総合的かつ魅力的な取り組みにより、安心して楽

しく産み・育て・学べる環境を構築する必要があります。 

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○子育て家族への

支援を充実します 

○働きながら産み

育てるための支援

を充実します 

○次代を担う子ども

を育む教育環境を充

実します 

○子育て先進地の魅力

を内外に発信します 

病気をしても安心できる保健医療体制確立 

小児医確保・Ｍｙカルテ整備・障がい児者 

 

孤立しがちな子育て世代への支援 

育児サポーター・両親教育・こども支援券による経済支援 

地域や事業所が子育てに関わる 
ワークライフバランス推進・企業連携により保育所や室内公
園整備・ＮＰＯやコミュニティビジネス立上げ・空家を子育
て世帯に提供・核家族と高齢者家族との交流関係構築 

保育サービス 

病児等の保育・延長保育 

父親の子育て協力 

企業社員研修に父親講座導入（父親が協力的なまちＰＲ） 

地域子ども館 
小学校区単位に設置。子育て支援センター、放課後児童クラ
ブ及び児童館の機能をもつ 

幼保一体化による幼児教育の推進 

少子化に対応した小中学校の統合 

幼保と小中が連携し、特色ある教育環境を構築 

学校・家庭・地域が連携して子育て力向上 
学校での生き方教育の推進、地域で自然・社会体験、学校・
幼稚園・保育園で未就学児と親へ遊びと学びの場を提供 

こども総合情報サイトの立ち上げ 
福祉医療教育など子供に関わるワンストップ窓口 
ネット世代に対応、対象者にはメールマガジンも発信 

アピール 
全国規模のシンポジウムやイベントで子育て力をアピール 
子育て基金創設。企業や当市出身者も先進地づくりに参加 
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第 3 

魅力の創造と発信強化（地域産業による魅力づくり） 

 

１ 現状 

●従来は右肩上がりの経済に依存する事業展開  

・全ての業態とも事業所数、従業者数ともに近年は減少傾向にあります。 

・商工業に関わる従業員数では製造業とそれ以外で 2倍近い開きがあります。 

・観光客等も減少傾向であり、東日本大震災などが大きく影響しています。 
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・観光交流客数は、平成 16 年から 79 万人（54.11％）減少。 
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従来は、 

「作れば売れる」 

「待てばお客が来る」 

「誰かが売ってくれる」

依存型の事業形態でも

事業が成り立った。 
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２ 課題 

●魅力の発見と新たな事業展開、情報発信  

・自らの製品や産品、地域の強みや弱みなどを再認識し、魅力を発見することが必

要となっています。 

・製造のみから製造・販売への転換、販売者が求める商品の提供をすることなどの

これまでとは違った事業展開が必要となっています。 

・個々の情報をまとめ、市外へ効果的に発信し多くの人に知ってもらうことが必要

となっています。 

 

３ 方向性 

●自らの発展に意欲的に取り組む事業者を支援  

・市産業の活力は事業者のやる気によって生まれることから、事業者団体と市は事

業者が意欲を持つように気付きの支援を行います。 
・意欲のある事業者に対して、レベルアップや連携のための支援を行うことで個々

の魅力を高めます。 
・事業者の情報発信を支援するため、事業者団体や市は、地域資源（事業者の情報）

を市の魅力として効果的に売り込み、外部に発信することにより、需要の創出に

つなげます。 
・この仕組みが循環することで、産業の活性化が図られ、市の魅力が高まっていき、

その結果として、事業者の収入増につながっていきます。 
 
○産業振興のイメージ図 

事業者団体  市

市の魅力（地域資源） 

商
業
者 

工
業
者 

農
業
者 

観
光
業
者 

漁
業
者 

支援策（レベルアップ、連携等） 
ｷｰﾜｰﾄﾞ 

［6 次化、特産品、食など］ 

外部への発信 

（シティープロモーション） 

情報提供 

需要 

魅力が高まる 

産業の活力（収入増） 

意欲・努力 

・事業者の「気付き」「やる気」「知らせる」を支援 
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H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52
牧之原市人口 49,019 47,759 46,195 44,426 42,462 40,297 37,819

46,195 

42,462 

37,819 

36,000

40,000

44,000

48,000

▲ 1,781
▲ 1,934

▲ 2,086
▲ 2,260

▲ 2,630
▲ 2,842

▲ 3,085
▲ 2,912

▲ 3,373-3,500

1,500

6,500

11,500

16,500

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

歳入合計 ①

歳出合計 ②

財源不足額 ②－①

財源不足 

年平均 25 億円 

第 4  

公共施設の適正化（資産の質と量を見直す） 

 

１ 現状 

●当市は、現在、相対的に「ハコモノ」が多いことがわかりました。 

県内 24 市の平均値（Ａ） 牧之原市（Ｂ） 比較（Ｂ－Ａ） 

３．４４㎡/人 ３．７６㎡/人 ０．３２㎡/人 

※人口１人あたりの公共施設延床面積 
静波体育館 13 個分 

（人口を乗じると15,565.76㎡） 

２ 課題 

●将来にわたり人口の大幅減少が見込まれます。 

 

 

 

 

●年平均２５億円の財源不足が見込まれます（H34 までの分析）。 

 

 

 

 

 

 

H25:48,643 
（人） 

百万円 
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●将来にわたり公共施設等に多額な更新経費がかかります。 

今後 40 年間の総額：１，６５４億円（年平均４１億円） 

区分 40 年間合計 １年平均額 現在の年間費用 年追加費用 市民１人あたり 

合 計 1,654.8 億円 41.4 億円 18.77 億円 22.63 億円 46,502 円 

公共施設 836.1 億円 20.9 億円 9.68 億円 11.2 億円 23,025 円 

道路 478.7 億円 12 億円 6.18 億円 5.82 億円 11,965 円 

橋梁 74.8 億円 1.9 億円 0.45 億円 1.45 億円 2,981 円 

上水道 265.2 億円 6.6 億円 2.45 億円 4.15 億円 8,531 円 

 

３ 方向性 

 ●子や孫世代にツケをまわさないためにも、この問題と向き合い、以

下のとおり、公共施設等をゼロベースで見直します。 
 

 ●平成 25年度 

すべての公共施設の情報が搭載されたデータベース作ります。 

●平成 26年度 

この情報を、施設運営費、建物の劣化度、利用者数の３つの視点で整理して、施

設の「見える化」をします。これらの結果を取りまとめ、市民の皆様へ公表すると

ともに、その内容をしっかりと説明します。 

 ●平成 26～27 年度 

評価委員会を立ち上げ、「見える化」した情報をもとに、公共施設の施設仕分け

を行い、「継続」「廃止」の判断をします。 

「継続」するすべての施設に優先順位を付けます。 

「継続」する施設は、適正化計画を、「廃止」する施設は、廃止計画を作ります。 

●平成 28年度～ 

１年に１回、評価委員会が進捗状況のチェックを行い、確実に計画が推進される

仕組みを確立します。 
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第 5 

行政改革の推進（市民と共に進める新しい行政運営） 

 

１ 現状 

●行政改革大綱のもと、効率的で効果的な行政運営を進めています 

・市では、平成２１年度に策定された「第二次行政改革大綱（計画期間は平成２２

年度から平成２５年度）」により、行政改革を進めています。 

・大綱で定めた具体的な取り組み事業(※１)については、成果をあげているものと

取り組みの進んでいないものがあります。 

 

成果をあげているもの 取組が進んでいないもの 

市税徴収率の向上 企業誘致などの財源確保 

企業会計の健全運営 施設使用料の適正化 

市内団体への補助金の見直し 事務事業の見直し 

施設管理の民間委託 施設の統廃合 

協働推進の制度化と仕組づくり  

SNSを活用した情報共有の推進  

※１ 行政改革取組事業については別紙のとおり 

２ 課題 

 ●厳しい社会情勢において、市民の行政への要求は多様化しています 

・不景気の長期化や、地震、津波、原発による災害危惧が原因となり、企業誘致は

進まず、既存企業の市外移転が起こっています。また、沿岸部からの人口流出も

重なり、市税による収入は減少傾向にあります。 

 

最近５か年間の市税決算収入額の推移 

区分 H20 H21 H22 H23 H24 

市  税 91.8 億円 80.1 億円 78.8 億円 79.6 億円 77.1 億円 

 

・市の事務職員数は減少傾向にある一方、国や県から移譲される事務量は年々増加

しています（25 年度までの５年間に 36 法令 232 事務が増加）。また、市民の行政

への要求は多様化しています。 

 
国・県からの移譲事務と市職員数の推移 

区分 H17（合併時） H21 H25 

市職員数 431 人 394 人 410 人(※2) 

 ※2 平成 25 年度は、相良消防署新設に伴い消防署職員 49 名が増員されています。 
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３ 方向性 

●住民自治を基本に、市民の皆様と共に行政運営を進めていきます 

限られた経営資源を有効に活用し、より良いサービスを提供するため、地域団体、

市民、NPO、企業などの多様な活動主体と行政の協働を進め、拡大する公共を担う

市政運営の仕組みづくりを進めます。 

また、今までの行政運営は、「いかに効率を上げるか」を最重要課題としてきま

したが、今後は、激変の時代に対応するため「何を(選択、優先)すべきか」を視点

に考えていきます。 

 

① 市民活動団体と行政との協働 

・市民活動団体と行政との役割分担と協働の仕組みづくりを進めます。 

・協働のまちづくりを担う市民活動団体の育成と協働を進める市役所の体制づくり

を行います。 

 

② 健全な行財政運営のための公共施設適正化 

・すべての公共施設の情報が搭載されたデータベースを作り、施設の「見える化」

をします。 

・「見える化」した情報をもとに、市民の皆様と共に「継続する施設」「廃止する施

設」の判断を行います。 

 

③ 職員の能力発揮による市民満足度の向上 

・職員一人ひとりの力を高めるため、職責に合わせたキャリア研修、業務分野に沿

った専門研修を進めます。 

・職員一人ひとりが能力を最大限発揮し、様々な行政課題等に迅速かつ的確に対応

するための組織体制を整えます。 
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牧之原市第二次行政改革取組事業 
 

ＮＯ 取り組み事業 担当部 

1 市内企業への活力維持の支援 産業経済部 

2 企業誘致の推進 産業経済部 

3 有料広告導入の推進 総務部等 

4 徴収率向上のための取り組み強化 市民生活部 

5 使用料、手数料等の見直し検討 関係各部 

6 補助金、負担金の見直し 関係各部 

7 資産の状況把握と利活用の方針策定 総務部 

8 資産の有効利用・有効活用の推進 総務部 

9 市民意向等の把握による事務事業の見直し 政策協働部 

10 職員提案による事業の見直し 関係各部 

11 小中学校の適正化 教育文化部 

12 市役所庁舎の統合などの検討 政策協働部 

13 文化施設などの整備推進 教育文化部 

14 保育園の民間委託 福祉こども部 

15 指定管理者移行後の検証 総務部 

16 文化施設の運営のＮＰＯ化 教育文化部 

17 市役所業務の民間委託 総務部 政策協働部 

18 他市町との連携事業の検討 関係各部 

19 一部事務組合事務の再構築 関係各部 

20 自治基本条例作成に係る推進体制の強化 政策協働部 総務部 

21 自治基本条例制定に関わる市民等との協議 政策協働部 

22 自治基本条例の制定 政策協働部 

23 市民との意見交換等の場の創設 政策協働部 

24 人材育成基本方針の作成 総務部 

25 組織機構の改善 総務部 政策協働部 

26 職員提案制度の改善 総務部 

27 定員適正化計画の策定 総務部 

28 部長会議の充実 政策協働部 

29 市民意向の把握等 関係各部 
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第 6 

地震津波対策の推進（市民のいのちを守る） 

 

１ 現状 

 ●第４次地震被害想定 最大震度７、浸水区域10.8k㎡、死者14,000 人 

・平成 25 年 3 月 地頭方、相良、片浜、川崎、細江 地区津波防災まちづくり計

画書が策定されました。 

・津波対策を推進するため、25年7月牧之原市津波防災事業化策定委員会を設置し、

津波対策事業を推進しています。 

  

  地区津波防災まちづくり計画書 

  ～みんなでつくった「みんなが助かる津波防災まちづくり計画」を推進しよう 

地区名 サブタイトル 主な協議事項 

地頭方 津波より高くきずけ地域の絆 １．避難場所の確保 

２．避難路の整備 

３．サインや情報提供 

４．日頃の意識や避難訓練 

５．災害弱者対策 

相良 生きのびろ計画 救－ピット作戦 

片浜 浜っこいるかぁ「縦に走ろう計画」 

川崎 みんなで生きのこり隊 

細江 生きる備え未来へ走れより高く 

  

 ２ 課題 

 ●防災対策は、自助、共助、公助の体制づくりが不可欠です 

○自助：自分のいのちは自分で守る 

・強い揺れを感じたら。地震だ。津波だ。すぐ避難をおこなう習慣 

・食糧備蓄（７日分）、避難ルートの確認、自宅の耐震化、家具の固定 

○共助：自分の地域は皆で守る 

 ・積極的な自主防災活動への参加 

○公助：行政による地震津波対策 

 ・タワー、いのち山、避難路の整備、津波防潮堤の整備 

 ・国道 150 号バイパスのかさ上げ対策 

 ・住宅などの高台移転対策 

 

第 3 章 
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３ 方向性 

●地震津波対策の強化による安心して暮らせるまちづくり 

・平成 25 年 11 月までに、５地区の「津波防災まちづくり推進委員会」において、

中長期津波防災マップを策定します。 

・市は、各地区から提出された中長期津波防災マップを基に、優先順位をつけて事

業実施します。 

・中長期防災マップで取り上げられた計画を短期、中期、長期計画に区分 

 現在実施している計画 24～28 の五カ年整備計画を「短期計画」、29～33 の五カ年

整備計画を「中期計画」、中期以降を長期整備計画とします。 

・県が管理する「R150 号や防潮堤」の整備を促進します。 

 

○具体的な検討事項 

①津波から市民のいのちを守る 

 ・市：避難タワー、いのち山の整備（25～27） 

 ・国・県及び市：防潮堤（L=１５Kｍ）の整備 

 ・県：津波水門の整備 

②住宅等の耐震化 

 ・住宅・公共施設の耐震補強の推進 

 ・家庭内での家具の固定 

③津波から逃げる環境整備 

 ・津波避難計画の策定 

 ・津波ハザードマップを活用した防災訓練 

④避難地・避難路の整備 

 ・避難地・避難路の整備（26～30） 

 ・防災公園の整備（25～28） 

⑤医療救護体制の強化 

 ・救護所の整備（26） 

⑥自主防災組織の活性化 

 ・防災訓練への積極的な参加 

 ・避難所運営訓練の実施 

 ・市補助金制度（避難路、防災倉庫、ソーラー照明灯）を活用した防災力の強化 

 ・防災座談会、防災訓練の実施 

⑦市民の防災意識の高揚 

 ・学校防災教育の充実 

 ・小中・高校生の防災訓練への参加 

⑧災害時要援護者の避難体制の強化 
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第 6-(2)   

原子力防災対策の推進（市民のいのちを守る） 

１ 現状 

 ●牧之原市全域を原子力災害対策重点区域として規定 

・福島第１原子力発電所事故を踏まえ、防災対策を重点的に充実強化すべき地域の範

囲等の見直しが行われ、牧之原市全域がＰＡＺ（５キロ圏内）ＵＰＺ（３１キロ圏

内）に規定されました。 

○区域別人口                         （Ｈ24.3 月末現在） 

 市 町 ＰＡＺ（5キロ） ＵＰＺ（31キロ） 計 

牧之原市 

14,592 

地頭方地区、須々木、鬼女新田、

波津、相良、福岡、大沢 

35,173 

ＰＡＺ以外の牧之原市全域 
49,765 

御前崎市 35,232 ― 35,232 

９市町 ― 773,429 773,429 

合計 49,824 808,602 858,426 

２ 課題 

●原子力に関する地域住民への正しい教育と情報提供  

 ・正しく理解し、正しく恐れ、正しく対処するための知識の習得が必要です。 

 ●緊急時における避難体制等の整備  

・今後県から示される広域避難計画や安定ヨウ素剤の事前配布、スクリーニングの実

施体制等に基づき早急に市の避難計画等を整備し、周知する必要があります。 

３ 方向性 

●原子力防災に関する教育 

・地域住民や市職員を対象とした定期的な勉強会や研修会を計画していきます。 

●広域避難計画の策定と住民周知 

・県の計画決定を受けて、迅速に市の実施計画を策定し、公表できるよう準備を進め 

ます。 

●安定ヨウ素剤の事前配布・服用に関する情報収集と事前検討 

・国の動向に注視し、市で実施となった場合に迅速な対応ができるよう準備を進めま 

す。 

第 3 章 
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第 6-(3)  

風水害対策の推進（市民のいのちを守る） 

１ 現状 

 ●異常気象に伴う豪雨等により、浸水被害や土砂災害が多発傾向  

・異常気象による豪雨や開発による保水力の低下などにより、浸水被害や土砂災害が

発生しやすくなっており、市内においても昨年から今年にかけて大きながけ崩れや

家屋への浸水被害が発生しています。 

２ 課題 

 ●計画的な治水・防災施設の整備  

・市内には、175 河川と土砂災害危険個所が 417 か所あります。必要な河川改修や、

緊急性の高い土砂災害危険個所の対策事業促進が必要です。 

 

●市民自らの備えと迅速・的確な情報伝達体制の構築  

・市は「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」により、迅速かつ的確に河川情報や避

難情報等を市民に伝達することが必要です。 

・市民は風水害時に備え、危険箇所や避難場所・避難ルートを予め確認しておくこと

が必要です。 

 

３ 方向性 

●市民に対する風水害対策教育 

・「避難判断・伝達マニュアル」及び全戸配布した「洪水ハザードマップ」により、

洪水時における避難場所やルート、避難基準等に関する学びの場を設けていきます。 

 この際、災害時要援護者対応に留意します。 

 

●地域と連携した水防体制の強化 

・最悪の事態を想定した早めの判断・対策を実施するとともに、市民の迅速な避難行 

動等がとられるよう情報収集伝達訓練などを通じ、地区対策本部との連携を図って 

いきます。 
 

●県等水防関係機関との連携強化 

・2級河川管理者である県と連携し、流域内の浸水対策の検討・推進を図るとともに、

土砂災害危険箇所について指定、対策工事の促進を図っていきます。 

第 3 章 
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第 7 

地域医療の充実（市民が必要とする医療の確保） 

 

１ 現状 

●医師・診療科が不足し、医療に対する不安が高まる 

・牧之原市と吉田町の組合立の榛原総合病院は、国の新しい医師臨床研修制度など

の影響から医師不足に陥り、施設改修費などの多額の負債を含め、経営が悪化し

ていました。 

 ・平成 22 年 2 月に沖縄徳州会による指定管理としましたが、指定管理後も常勤の

医師数は増えず、徳州会グループ内からの派遣医師による診療が続いています。 

・開業医の高齢化を含め、医療に対する不安が高まっています。 

○榛原総合病院の状況                     ※各年度末 

年度 H20 H21 H22 H23 H24 

医師数 ※研修医含む。 48 25 18 17 18 

診療科数 19 12 10 10 12 

看護師等数※正職員のみ。保健

師、助産師、准看護士含む。 
207 83 98 100 100 

 ○開業医の状況（H24：榛原医師会加盟医療機関）   

内科 外科 
整形 

外科 

産婦 

人科 
小児科 耳鼻科 眼科 皮膚科 

泌尿 

器科 
精神科 

12 2 3 1 1 1 2 1 1 1 

  ※開業医の平均年齢 62 歳。歯科医師を除く。 

・市民意識調査における今後の目指すべき姿では、「医療福祉の充実したまち」が

防災に次いで回答が多くなっています。 

・市内団体との意見交換会では、榛原病院の「産婦人科」「小児科」「脳外科」の確

保・充実を望む声が多い一方で、「健康になることで病院にかからない」という

解決策を示す意見も出ています。 

 ２ 課題 

 ●医師を呼ぶ、育てるための住環境の整備  

・医師や診療科の確保充実を求められていますが、医師不足は全国的な傾向です。 

・また、医師は高度な医療や多くの臨床経験、子育てのための優良な教育環境・住

交通環境を求めて都市部に集中しています。 

第 3 章 
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・市民から、医師を目指す人が育ち地域の開業医となるまでには長い年月が必要で

す。周辺市町でも病院の医師不足は課題であり、医療機能を分担した地域医療ネ

ットワークづくりを求める意見もあります。 

３ 方向性 

●市民が求める地域医療の在り方の検討と診療科、医師の確保 

○市民が求める診療科の確保 

・現在の榛原病院の診療体制に対して「小児科」「産婦人科」「脳外科」などの確保

充実を求める声が多く出ています。 

・多くの市民が求める診療科の開設や医師確保について徳洲会との関係を強化し、

実現に向けて連携していきます。特に周産期医療は強く要請していきます。 

・また、一人で産科や小児科、内科、外科を含めた総合診療ができる医師による「家 

庭医療科」を充実します。 

 

○地域医療の実態を正しく伝え、市民とともにあり方を検討 

・現在の地域医療の状況について、市民の皆さんへの周知が不足しています。 

・病院専門職による医療講演会で榛原病院や地域医療に係る情報提供を行います。 

・市長、医師会、病院関係者と市民を交えた検討会を通じて、共に学び・気づき・ 

共感しながら「地域医療のあり方」を明確にしていきます。 

 

○医師を育成するための制度と地域での医師養成 

 ・徳洲会グループや静岡県では医師、看護師に対する奨学金制度を設けています。 

 ・医師不足の現状課題を市全体で考える中で、市民の中から医師になりたい人を汲

み上げ、支える意識を高めるとともに、奨学金制度により経済面での負担を解消

していきます。 

  

○広域的な医療ネットワーク構築 

・広域的な医療ネットワークを構築し、広域で診療科を確保していきます。 

・また、地元医師会と連携し、かかりつけ医、初期医療などの役割分担を明確にす

るなかで市全体での合理的な体制を整理します。 

 

●医療に頼らない 健康な暮らしによる解決 

○病院にかからず健康で暮らせることが一番幸せ 

・医療の充実による不安の解消を進める一方で、健康で病院にかからないことが一

番望ましい状態です。 

・がん検診の受診率の向上、健康課題の市民への周知を通じ、市民同士が誘い合っ

て健康づくりに参加する気風を高めます。 
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第 8 

超高齢社会対策（元気な高齢者が活躍できる地域社会づくり） 

 

１ 現状 

●団塊の世代が高齢者になり、高齢化率が急激に上昇 

・総人口が減少する中、65 歳以上の人口は増加しています。 

・介護保険施設の建設も進み、需要に対しての受け皿の整備は進んでいます。 

・静岡県の健康寿命は、男性 2位、女性 1位であり、他県より健康な高齢者が多い

状況です。 

○牧之原市の高齢者人口の推移         ○県別の健康寿命（上位 5 県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○施設整備の状況 

施設の区分 
平成 23 年度末 平成 26 年度までの整備予定 

施設数 定員 施設数 増床数 定員 

介護老人福祉 4 250 4 20 270 

介護老人保健 1 80 2 100 180 

介護療養型医療 0 0 0 0 0 

地域密着型介護老人福祉 1 29 2 29 58 

認知症対応型共同生活介護 4 81 4 0 81 

特定施設入社生活介護 0 0 0 0 0 

合計 10 440 12 149 589 
 

２ 課題 

 ●元気な高齢者の社会活動への参加 

・今後、急激に増加する高齢者が、地域社会で活躍する機会や生きがいを持って、

健康的な暮らしができる取り組みが必要です。（具体的には以下の 2点） 

① 元気な高齢者が支援を必要とする高齢者を支え、地域の中でお互いを見守り、

支え合うケアシステムの構築 

男性 （歳） 女性 （歳） 

愛知 71.74 静岡 75.32 

静岡 71.68 群馬 75.27 

千葉 71.62 愛知 74.93 

茨城 71.32 沖縄 74.86 

山梨 71.20 栃木 74.86 

16.3% 14.1% 13.3% 12.8% 12.7% 12.3%

62.9% 63.0% 62.0% 59.0% 56.2% 54.2%

20.8% 22.9% 24.7% 28.2% 31.1% 33.4%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H12 H17 H22 H27 H32 H37

年少人口 生産年齢人口 老年人口
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② 高齢になっても、できるだけその人らしく自宅で、最期まで生活ができ、社会

とかかわれる環境整備 

   

３ 方向性 

●みんなで築く健康長寿のまち 

・元気な高齢者は地域の資源であり、高齢者の持つ経験や知識を活かします。 

・仕事や趣味を通じて、高齢者と子供が触れ合える機会を増やします。 

・介護予防や認知症予防事業の充実を図り、健康寿命を延ばします。 

・高齢者になっても、住み慣れた地域で自分らしく生活できる環境を整備します。 

・民間ができる介護・福祉サービスにおいて、参入しやすい環境を整備します。 

・介護と医療の連携による、要介護時の在宅生活を支援する体制を作ります。 

 

◇具体的な取り組み 

１ 地域包括ケア体制の構築 

 ・社会保障制度の改革に伴い、医療や介護の制度が常に変化しています。 

・地域住民（子供から高齢者）、民間事業者、医療機関、社会福祉協議会、地域包

括支援センター、行政が一体となって、認知症や要介護状態になっても、住み

慣れた地域で安心して暮らせる仕組みを作ります。 

 ・地域包括支援センター、関係機関や行政が連携し、総合相談・支援体制の充実

を図ります。 

・市内福祉法人による法人後見や市民後見ができる支援体制を検討します。 

 ・在宅介護を中心に、民間サービス事業者が行う小規模多機能拠点施設などの地

域密着型施設の整備を支援します。 

 

２ 高齢者の健康維持 

 ・検診を受けやすい体制を構築します。 

 ・身体の状況に応じた適切な運動やスポーツが続けられる支援をしていきます。 

 ・認知症の理解を深め、その予防から早期発見までのケア体制を整備します。 

 

３ 高齢者が活動、活躍できる場の創出 

・老人クラブやふれあいサロン事業を支援し、社会貢献ができる機会や環境を整

えます。 

・健康な高齢者が、生き生きと就労できる再雇用制度を支援します。 

  ・子供から高齢者まで、世代を超えて触れ合える居場所づくりを創出し、子供達

に伝統文化や遊びの継承ができる環境を整備します。 

  

４ 外出手段の確保と買い物支援 

・交通弱者目線で考える交通手段と高齢者の生活の実情とを併せて検討し、施策

の費用対効果を検証します。 

・民間事業者の宅配サービスやボランティアによる買い物支援サービスの調査研

究を行い、参入を推進します。 
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第 9 

協働の推進（市民の力をまちづくりへ） 

 

１ 現状 

●地域の課題を地域において解決する仕組みづくり  

・協働を推進する考え方は、第 1次総合計画の基本理念にうたわれています。人と

人のつながりを大切にし、互いに支え合う社会を市民が主体となってつくるため、

各種の取り組みを実施してきました。 

 

○協働の取り組み 

取り組み 内容 

フォーラムまきのはら 
関係者がお互いの立場を理解して課題解決を

する仕組みづくり（市政運営の方針にも反映） 

市長マニフェスト（市総合計画）

の検証 

市民が総合計画を検証する仕組みづくりとそ

の実施 

市長マニフェスト（市総合計画）

の逆マニフェスト型市民提案 

全市、地区別、小中学生など様々な枠組みで

男女協働サロンによる市民提案を実施 

自治基本条例の制定 
多くの市民が参加し、検討を重ね、条例案を

作成 

自治推進協議会の発足 
市内10の小学校区ごとに地区によるまちづく

りの基盤となる組織として発足 

地域の絆づくり事業 

自治推進協議会をベースに地区と市が協働し

て地域の課題解決に取り組む（H24 は津波防災

まちづくり計画の策定等を実施） 

※市民協働による議論をサポートするファシリテーターの養成を継続的に実施。 

※H24 に策定した津波防災まちづくり計画はマニフェスト大賞グランプリを受賞。 

２ 課題 

 ●幅広い市民に参加してもらう仕組みの構築  

・地域の課題を地域が自ら解決するため、様々な意見を取り込むことが必要です。

子どもからお年寄り、男性、女性、様々な職業や立場の人に参加してもらえる仕

組みづくりを進めなければなりません。 
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・現在、誰もが住みたいと思う牧之原市の実現を目指し、市民が行政活動に参加す

るための基本的な取り決めを規定する市民参加条例の制定を進めています。 

この条例が、市民参加を促進するために運用される必要があります。 

３ 方向性 

●地域の課題解決に、様々な年齢、性別、職業の人の参加を目指す  

・地域の課題を考える際には、幅広い市民が参加するワークショップ（男女協働サ

ロンと呼ぶ）などを実施します。 

 

●まちづくりを進める人材の育成  

・ファシリテーターの養成等、まちづくりを進める人材の育成のための研修を実施

します。 

 

●市民参加条例により、市民参加を促進  

・市民参加条例の運用にあたり、市民参加を現状より促進する規定を設けます。 

 

●NPO 活動等市民活動を促進  

・市民活動促進のための例規整備について検討します。 

・市民のまちづくり活動を支援する拠点の整備を検討します。 

 
 

≪男女協働サロンの様子≫   
 

 

「男女協働サロン」とは 
牧之原市自治基本条例
に位置づけられた、自由
な立場でまちづくりに
ついて意見交換できる
対話の場です。「気楽に、
楽しく、中身濃く」を会
のモットーとしていま
す。 
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第 10 

公共交通の推進（地域で支える公共交通） 

 

１ 現状 

●バスの利用者数は減少し、赤字は年々増加 

・市民意識調査の満足度では、「公共交通の充実」が、全項目 54 位中、51 位と満足

度が低く、特に鉄道を求める意見が多数見受けられました。（別紙資料） 

・市内には鉄道がなく、市内を運行している民間事業者の乗合バス及び市が運行す

る自主運行バスは、市内からＪＲ駅や他市への移動手段としての役割を主として

担っており、かつ、市内での移動の役割も担っています。しかし、通学・通勤バ

スの普及、マイカー依存、少子・高齢化という要因によりバスの利用者数は伸び

悩んでおり、市が運行する自主運行バスの赤字は年々増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

20,000,000

40,000,000

60,000,000

80,000,000

100,000,000

120,000,000

経費

収入

相良御前崎線、 
相良浜岡線の追加 

自主運行バスの運行収入及び経費 

0
20,000
40,000
60,000
80,000

100,000
120,000
140,000
160,000
180,000
200,000

自主運行バス： 
萩間線、勝間田線、相良御前崎線、相良浜岡線、鬼女新田線 

自主運行バスの乗車人員推移 

相良御前崎線、相良浜岡線

の追加 

萩間線 

勝間田線 

鬼女新田線 
相良御前崎線 

相良浜岡線 
大御所パスの導入 

112,677,600 円 

33,649,190円 

79,028,410 円 

乗車運賃の 

約 5割が税金 

赤字 
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２ 課題 

 ●地域が支える公共交通のしくみ 

・市内循環バスとして平成 18 年度から市民参加でコミュニティバスの導入につい

て検討が行われ、平成 20 年度に試験運行を実施しましたが、地域との話し合い

の結果、試験運行を終了し、本運行を

断念しました。 

・市民意識調査では公共交通に対し関心

が高く公共交通に対する必要性を感

じる一方、重要度は低く、様々な要因

により、利用者は年々減少傾向にあり

ます。特に市が運行する自主運行バス

の赤字が年々上昇する中、バス路線を

維持していくためには、地域が支える

公共交通のしくみづくりが必要不可

欠です。 

３ 方向性 

●鉄道駅設置の働きかけ 

・富士山静岡空港に直結した駅の設置を働きかけていきます。 

●市の魅力を高める、使いやすいバス路線の充実 

・静岡空港新幹線新駅設置や相良牧之原ＩＣ周辺開発などによる産業振興の活力の

支えとなる、より利便性の高い公共交通のあり方を民間企業などと連携しながら

検討します。 

・幅広い年齢層に気軽にバスに乗ってもらうよう、バス乗車マップを作成し、広く

市民に配布します。 

●地域が主役となって育てる持続可能な移動手段の検討 

・地域のニーズに対し、地域やＮＰＯなどが共助していく仕組みを一緒に考えてい

きます。 

●自主運行バスにおける路線見直しとなる基準の策定 

・路線の見直し基準の導入を検討し、自主運行バスの赤字額の抑制、路線の適正化

を図ります。 

 

市民意識調査結果抜粋 
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第 11 

新エネルギーの推進（サンシャインシティ牧之原の構築） 

 

１ 現状 

●再生可能エネルギー等立地へ ポテンシャルの高い地域 

○牧之原市のエネルギー政策 

 市では平成 20 年度にエネルギービジョン、21 年度にバイオマスタウン構想を

策定し、再生可能エネルギーの推進をしています。東日本大震災を受け、国全体

で、エネルギーを取り巻く情勢が変化したため、本年 7 月にエネルギービジョン

などの見直しを行い、新たにエネルギータウン構想を策定しました。 

○原子力発電の停止 

東日本大震災を受け、浜岡原子力発電所が停止され、市議会が永久停止決議を

しています。また、市民意識調査でも、停止の声が過半数を超えています。一方

で、事業者などからは電気料金の上昇への不安の声も上がっています。 

○ポテンシャルとパイロットプロジェクト 

太陽光 

年間の日照時間は全国有数（800余自治体中ベスト20） 

牧之原市の日照時間 2,100時間/年 

民間により11,700kWのメガソーラーが建設中。 

【現状：一般家庭等 出力約4,500kW 

 大規模ソーラー施設 約1,000kW】 

風力 

市南部では、風速7.0m/秒の風が吹いており、商業用風力発

電の導入が期待できます。 

【現状：民間企業により５基 総出力10,500kWが稼働中】 

海洋 

15kmもの長い海岸線を有し、御前崎港では県による洋上風

力計画が進み、御前崎港と相良港（平田地区）では東海大

学による波力発電実証実験（ＮＥＤＯ事業）の調査が行わ

れています 

バイオマス 
森林材や生ごみ、浄化槽汚泥等の廃棄物を資源としたバイ

オマス産業都市の可能性を官民で検証中 

 ※稼働中の太陽光や風力発電により、約 7,500 世帯分程度の電力が発電されて  

います。 

 

○推進組織 

   エネルギータウン構想を実現に向け、市内の関係企業や、学識経験者で組織す
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る資源･エネルギー利活用推進協議会を設立し、検討を進めています。 

また、平成 24 年には、県をはじめ御前崎市や吉田町、東海大学、地元企業等に

働き掛け、産官学による海洋エネルギーに関する勉強会を立ち上げ、庁内には関

係課長をエネルギー担当官に任命し、エネルギー担当官会議を組織しました。 

市では再生可能エネルギー等に係る企業情報をはじめ国や県事業に関わる様々

な情報の共有を図り、許認可手続をはじめ、制度支援や情報提供などの対応をし

てまいります。 

 

２ 課題 

 ●新エネルギー推進にむけた市民理解  

○地域活性化・経済効果 

  これまでの太陽光発電事業などは地域活性化という視点から考えられること

は少なく、今後は地域への雇用の反映や発電事業を通じた地元住民との様々な協

働など地域活性化に結び付くような再生可能エネルギー事業の仕組みづくりが

必要です。 

○用地の確保と合意形成 

  再生可能エネルギー推進に利用できる用地が不足しています。またバイオマス

などの収集体制の整備や生成されたエネルギーの利活用、ごみ処理などが他市町

との広域組合で運営していることから合意形成に向けた取組が必要です。 

○ロードマップ（導入目標） 

 エネルギータウン構想を策定し、エネルギー賦存量の再評価をいたしました。

市内に賦存するこれらの地産エネルギーをどう有効利用していくかの市の方針、

目標値を含め、目指す姿、課題に対する解決手法を盛り込んだロードマップを市

民に分かりやすく示すことが必要です。 

 

３ 方向性 

●エネルギー開発を地域活性化に結び付ける 

○市のエネルギー政策の目標を示した地域自己エネルギー生産プロジェクト 

  エネルギータウン構想に基づく、CO2 削減・地産地消導入プロジェクトをメニ

ュ－化してロードマップに従い、官民連携による循環型社会を目指します。 

○新エネルギーを進めるパイロットプロジェクト・連携プロジェクト 

  国や県等の補助、支援制度等の情報提供や市、事業者等による率先導入による

効果などを例示し、導入支援事業を体系化するとともに、地域エネルギー会社や

市民ファンドの設立など、地域活性化へ結び付ける体制の確立を目指します。 


